　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和８年３月　日
令和８年度被災地発達障がい児支援体制整備事業実施希望届
　岩手県知事　達 増　拓 也　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名：　　　　　　　　　　　　印

　このことについて、「令和８年度被災地発達障がい児支援体制整備事業仕様書」に基づく業務を受託したいので、下記のとおり本法人で実施する事業概要を届け出ます。

　また、「令和８年度被災地発達障がい児支援体制整備事業応募要領」１に基づく資格要件のいずれにも適合することを誓約します。

記

　１　拠点設置予定地
　２　配置する職員数（予定）
　３　主な事業概要

　　(1)　沿岸地域（気仙、釜石及び宮古障がい保健福祉圏域をいう。以下同じ。）の市町村、療育関係機関、保育所・幼稚園、学校、発達障がい児・者の家族会等への専門的なサポート、コンサルテーション等の機関支援

　　(2)　地域自立支援協議会療育担当部会への専門的な助言（当該療育担当部会の要請がある場合）

　　(3)　岩手県立療育センター小児科及び児童精神科、岩手県発達障がい者支援センターとの連携による医療・発達検査等の取り次ぎ等の支援

　　(4)　沿岸地域の相談支援事業所、特別支援学校、療育関係機関、日本発達障害ネットワークいわて（ＪＤＤnetいわて）等、関係機関との連携・相互の支援（関係機関のネットワークづくりのコーディネートとしての役割）

　　(5)　沿岸地域における各種研修への対応（企画・開催等）
　　(6)　沿岸地域の支援機関では対応が困難な発達障がい児・者への専門的な相談支援（来所での相談のほか、訪問による相談援助も行う）
　　(7)　 障がいのある児童・若者、発達に特性のある児童・若者の地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進に係るネットワークの構築及び障がいのある児童を受入れ可能な社会資源やインクルーシブな活動等に係る情報集約、情報発信並びに受入れ先（居場所）の開拓
　　(8)　自主事業

　　　　　（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　
※　申請法人の業務概要（事業実績が分かるもの）及び令和６年度決算書及び令和７年度予算書を添付のこと。

